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3	 中央アジア・コーカサス地域
中央アジア・コーカサス地域は、ロシア、中国、南

アジア、中東、欧州に囲まれていることから地政学的
に重要な地域であり、この地域の発展と安定は、ユー
ラシア地域全体の発展と安定にとっても大きな意義を
有しています。また、この地域には石油、天然ガス、
ウラン、レアメタル（希少金属）などのエネルギー・
鉱物資源が豊富な国も含まれることから、資源供給国
の多様化を目指して、資源・エネルギー外交を展開す

る日本にとっても戦略的に重要な地域です。この観点
から日本は、この地域の国々に人権、民主主義、市場
経済、法の支配といった普遍的価値が根付くよう、そ
して同時にアフガニスタンやパキスタンなど、中央ア
ジアに近接する地域を含む広域的な視点も踏まえつ
つ、この地域の長期的な安定と持続的発展のための国
づくりを支援しています。

＜ 日本の取組 ＞
日本は、旧ソ連の崩壊に伴い独立した中央アジア・

コーカサス諸国に対し、1991年の独立以来、市場経
済体制への移行と経済発展に向けた各国の取組を支援
するため、経済発展に役立つインフラ（経済社会基
盤）整備、市場経済化のための人材育成、保健医療な
ど社会システムの再構築など多彩な分野で支援を行っ
ています。

2017年5月、トルクメニスタンで開催された「中
央アジア＋日本」対話・第6回外相会合に参加した岸
田外務大臣（当時）は、北朝鮮問題も含めた、日本と
中央アジア各国との幅広い協力関係を象徴する「共同
声明」に署名し、今後の優先的な実践的協力分野とし
て、地域内外の相互の連結性を強めることは地域の発
展に資するとの考えの下、運輸・物流分野のこれまで
の協力と今後の協力の方向性を打ち出した「運輸・物
流協力イニシアティブ」を発表し、このイニシアティ
ブに基づき、240億円規模の支援を行っていくこと
を表明しました。たとえば、このイニシアティブの下
で実施されるキルギスの国際幹線道路改善計画によ

り、道路改善・防災対策（地滑り対策等）を支援する
ことで、道路の輸送力と安全性の向上が期待されま
す。また、日本は、今後5年間で2,000名の研修生
を受け入れる旨も表明しました。日本は中央アジア・
コーカサス諸国に対して、2016年までに10,270名
の研修員の受入れ、2,303名の専門家の派遣をはじ
め、若手行政官の日本留学プロジェクトである人材育
成奨学計画や、日本人材開発センターを通じたビジネ
ス人材育成など、新しい国づくりに必要な人材の育成
を支援してきています。

さらに、共通の課題を抱えるこの地域の国々が協力
し合うことが大切との考えから、日本は国境管理、テ
ロ・麻薬対策、防災、農業などの分野で、地域内協力
の促進を支援しています。このほか、民主化を進める
キルギスに対して、日本は選挙関連機材を供与し、
2015年の議会選挙や2017年の大統領選挙で、それ
らが有効に活用された結果、選挙が大きな混乱もなく
平和的に実施されるなど民主主義の定着にも貢献して
います。

2017年6月、滝沢求前外務大臣政務官（当時）（右）は、ジョージアを
訪問し、ギオルギ・クヴィリカシヴィリ首相と会談を行った。
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▼ 第2章 日本の開発協力の具体的取組 　第2節 地域別の取組
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	図表Ⅲ-10	 中央アジア・コーカサス地域における日本の援助実績

2016年� （単位：百万ドル）

順
位 国名

贈　　与

計

政府貸付等

（A）－（B） 合計 
（支出純額）

合計 
（支出総額）

無償資金協力
技術協力 貸付実行額

（A）
回収額 
（B）うち国際機関

を通じた贈与
1 ウズベキスタン 9.77 2.42 6.84 16.61 178.49 28.59 149.90 166.51 195.10

2 アゼルバイジャン 0.46 － 0.92 1.38 57.25 20.44 36.81 38.18 58.63

3 タジキスタン 25.41 8.27 5.63 31.04 － － － 31.04 31.04

4 ジョージア 1.07 － 0.84 1.92 16.13 2.63 13.50 15.42 18.05

5 キルギス 4.48 － 8.33 12.81 － 0.48 -0.48 12.34 12.81

6 アルメニア 2.02 － 2.62 4.64 － 10.32 -10.32 -5.67 4.64

7 カザフスタン 0.31 － 1.99 2.30 0.66 38.84 -38.18 -35.88 2.96

8 トルクメニスタン － － 0.50 0.50 － 2.01 -2.01 -1.51 0.50

中央アジア・ 
コーカサスの 
複数国向け

2.72 － 0.62 3.34 － － － 3.34 3.34

中央アジア・	
コーカサス地域合計 46.25 10.69 28.30 74.54 252.53 103.31 149.22 223.77 327.07

（注）
・順位は支出総額の多い順。
・四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。
・［－］は、実績が全くないことを示す。
・無償資金協力には国際機関経由の援助のうち、国別に分類できる援

助を含む。

・複数国向け援助とは、調査団の派遣やセミナー等、複数の国にまた
がる援助を含む。

・国名はDAC援助受取国。ただし、合計は卒業国向け援助を含む。
・マイナスは貸付などの回収額が供与額を上回ったことを示す。

◆ 中央アジア・コーカサス地域における日本の国際協力の方針

ジョージア

カザフスタン

アルメニア アゼルバイジャン
トルクメニスタン
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タジキスタン

キルギス

中央アジア・コーカサス諸国支援
• 経済・社会インフラ整備（運輸、エネルギー、
医療、教育等）
•民主化・市場経済化支援（行政官、産業人材
の育成等）
•国境管理、麻薬対策
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4	 中東・北アフリカ地域
中東・北アフリカ地域は、石油と天然ガスの埋蔵量

がともに世界の約5割を占めており、世界のエネル
ギーの一大供給地です。また、日本は原油輸入の8割
強を中東地域に依存している上、日本と欧州とを結ぶ
貿易の中心となる航路は中東地域を経由しており、こ
の地域は日本の経済とエネルギーの安全保障という意
味からも極めて重要な地域となっています。

中東・北アフリカ地域は2011年以降、大きな政治
的変動を経験しました。長期政権が崩壊した国では民
主化プロセスが進められています。そうした国々の改
革努力を、経済的支援や人材育成等を通じて後押して
いくことは、その国自身や周辺諸国だけでなく、世界
全体の平和と安定にもつながります。

一方で、この地域は、「イラクとレバントのイスラ
ム国（ISIL）」などの暴力的過激主義、大量の難民の
発生、シリア危機、湾岸諸国間の緊張関係の継続、イ
ラク北部における緊張、中東和平問題、アフガニスタ
ン、イエメンおよびリビアの国内情勢など、同地域を
不安定化させる様々な課題を抱えています。ISILは

2014年にイラクおよびシリアの国境をまたぎ、「国
家」の樹立を一方的に宣言しましたが、米国を中心と
する「対ISIL連合」の支援等を受けて、2017年7月
にはイラク政府がISILの重要拠点であるモースルの解
放を宣言しました。また、ISILが「首都」と称してい
たラッカについても、同年10月にシリア民主軍

（SDF）によって解放が宣言され、ISILの支配地域の
縮小は顕著となっています。しかしながら、ローンウ
ルフ型テロなどへの脅威は残り、ISILをはじめとする
暴力的過激主義が伸張した原因の根本に対処すること
は、引き続き、国際社会全体の大きな課題です。

人口に占める若者の割合が高い国が多いことも中
東・北アフリカ地域の特徴であり、そのような国が今
後も安定した成長を実現できるよう支援していくこと
も重要です。このような諸課題を抱えるこの地域の平
和と安定を実現することは、日本を含む国際社会全体
にとって極めて重要であり、国際社会もその解決に向
けて取り組んでいます。

日本の約5分の1の国土に約400万人が居住するジョー
ジアでは、病院の医療機器が著しく老朽化しており、多く
の国民が質の高い医療サービスを受けることが困難な状況
にあります。こうした状況の改善のため、この協力では、
日本の優れた医療機材（CT、デジタル方式X線撮影装置、
超音波診断装置等）をジョージアの2つの病院に供与する
とともに、ジョージア各地の救急用に約140台のAED

（自動体外式除細動器）注1を供与することとし、2017年4
月に供与式が実施されました。

供与式当日、貝谷在ジョージア日本国大使（当時）が供
与先を視察した際、日本から供与されたCTによって初期
の肺がんが発見され、早期治療で完治した女性が紹介さ
れ、同大使に対して心から感謝を述べる場面がありまし
た。病院長は、その女性は日本が供与したCTによる最初
の救命例であり、そうした機器のない状況では早期発見は
不可能であったと述べています。

供与式ではセルゲエインコ労働・保健・社会福祉大臣か
ら、AEDのおかげで患者の生存率が70％以上上昇したと
して、日本の支援に対する謝意表明がありました。

また、日本の企業が生産した製品が調達されたことで、

今後の日本企業の海外展開が促進され、両国間の経済関係
がより強化されることが期待されます。

注1　心停止状態に陥ったときなど、心臓に電気ショックを与えて
正常な状態に戻すための医療機材

グヴァミチャヴァ院長（後列左）、貝谷大使（当時）（後列右）と早期発
見により肺がんを完治したマリナさん。（前列中央）

ジョージア 日本方式普及ノン・プロジェクト無償資金協力（医療・保健パッケージ）
ノン・プロ無償資金協力（平成26年度）


